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1. はじめに

近年、中国やインドをはじめとする新興国の発展によりアジア地域の経済活動は活発であり、これに伴っ

てエネルギー消費量も増加している。 En句 yBa1ances non心EωCoun出es(In蜘ationa1Energy Agency但A)，

20091)によると中国で、は一次エネルギー消費量が2000年から2005年にかけ、 1092M'句eから1690Mωeへと約1.5

倍増加している。主要なエネルギー源で、ある化石燃料の燃l尭はS02やPM、NOxなどの大気汚染物質の排出を

引き起こし、呼吸器系疾患などの人体への健康影響が問題となっている。これらの問題の対策に向けて、ア

ジア地域における大気汚染物質の詳細な排出量インベントリの構築が求められている。

本研究では排出量の推計手法として統計情報を最大限に利用した調整計算手法を開発し、2005年における

アジア地域に適用した。これにより、既往の研究と比べてより詳細かっ信頼性が高いと考えられる排出量イ

ンベントリを作成した。本研究の結果は、現在すで、に構築されている大気化学輸送モデ、ルのインプットとし

て提供可能である。

2. 研究の方法

2. 1概要

本研究の全体像を図 1に示す。研究方法は排出量の推計と排

出量メッシュデータの作成の2つに大別される。まず国別意信十、

国内地域別統計、プラント統計などの各種統計情報とエネルギ

ー機器データを用いて、大規模d点排出源似唱ePoint Source: LPS)、

面排出源(AreaSource: AS)ごとに排出量を推計した。次に、各国

の地方行政区地図勾などと、プラント統計 3)などより得られるプラ

ントの緯度・経度の情報をもとに地図を整備した。最後に、推 図 1 研究の全体像

計した排出量を人口などのメ

ッシュ配分指標を用いて 30

秒x30秒の地図上のメッシュ

へと配分し、排出量メッシュ

データを得た。

表 1 対象国 表 2 対象部門

些盛 国 並巴
東アジア 日本、韓国、台湾、中国、モンゴル、北朝鮮 エネルギ一転換部門 発電部門

本研究の対象年は 2∞5年

プノレネイ、インドネシア、カンボジア、ラオス、
東南アジアミャンマー、マレーシア、フィリピン、シンガ

ポール、タイ、ベトナム、パプアニューギニア

バングラデシュ、プータン、インド、スリランカ、
南アジア

ネパーノレ、パキスタン、モノレディプ

工業部門

民生部門

交通部門

石油精製部門
鉄鋼部門
セメント部門

石油化学部門
紙・パルプ部門
その他工業部門
家庭部門

業務部門
道路輸送部門
鉄道輸送部門

表 3 添え字一覧

とし、対象国は表 1に示すアジア 24カ国・地域とした。また、対象物

質はエネルギー消費起源のCO2.S02、NOx、PM2.5の4種とした。ただし、

CO2についてはバイオマスおよび廃棄物の燃焼による排出は除いた。対

象部門は表 2に示す11部門とした。
添え字 定義

2. 2排出量蝦十手法

本研究では、国内二次・三次領域の民生部門といったASあるいは発電プ ; 

ラントといった日Sを活動単位と定義し、排出量推計の最小単位とした。排 l 

出量を推計するにあたって、まずはサービス供給量、次にエネルギー消費量 r 
Kma 

の推計を行い、最後に排出量を推計した。表 3に式中で使用する添え字の m

活動単位

サービス種

エネルギ一種

機器種

基準地域

排出源種(AS，LPS) 
ガス種
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覧を、表 4に式中で使用する記号の一覧をそれぞれ示す。また、統計などから得た前提値を符釈 )で、

推計を行う際の仮定値を( )で、推言十値は符号なしでそれぞれ表した。

表 4 記号一覧

Di 

Mi.m 活動単位iのガス種mの排出議

ADj 匿のサービス碕'のサービス供給笈

AEj.k 留におけるサ…ピス種jの供給によるエネルギー穏kのエネルギー消費議

AMm 箇のガス穏mの排出盤

elxl.k エネルギー機器lがl単位のサーピスを供給するff寺のエネルギ…稜kのエネルギー消焚盤(以下、エネノレ

ギー強度)

emfU.m エネルギ一機器lがl単位のエネルギ一種k合消費するときのガス穏mの排出議
Aelxj 国におけるサービス穏jのエネルギー強度

idj，i 活動単位zによる園内、排出源穏内でのサーピス稜jのサービス供給傘苦手j合

rk kindJ 排出糠稔肋dによる関内でのサーピス碕のサービス供給食割合

rXi.J 活動単位1におけるエネルギー機器lのサービス供給盤割合

LJEl.k エネルギー機器lのエネルギー強度の調整係数

WI.k エネルギ…機器lによるエネルギ一種kのエネルギー消費鐙

dJ(iJ) 活動単位iとサーピス稜jの対応会表わすフラグ。対応する場合はl、それ以外は0となる。

δK(i，kind) 活動単位iと排出カテゴリ一kindの対応を表わすフラグ。対応する場合はI、それ以外は0となる。

δR(i，r) 活動単位iと義務地域rの対応を表わすフラグ。対応する場合はl、それ以外は0となる。

活動単位におけるサービス供給量は、国別のサービス供給量を統計のなどから得て、それらを地域別人口、

GDP、あるいはLPS生産容量などの活動単位の配分指標のなどを用いてダウンスケーリングすることで求めた。

Di=工町dj，i 式;(1)

叫，i=L(布二@死:;@δK(i，肋 d)) 
kind 

式(2)

エネノレギー消費量の推計については、エネノレギー機器のエネルギー強度と、統計 1)などから得たエネルギー

消費量の聞で整合を保つように調整計算を行った。まず、次式で、定義するサービス種別エネルギー強度を、

エネルギー機器のエネノレギー強支、エネノレギーノ〈ランス表などの統計清報、類似地域の情報の3通りから求

め、それらを比較してサービス種別エネルギー強度の仮定値を決定した。

ヱAEj，k
AeZx， =2一一一一回

J ADj 

次に、サーピス種別エネルギー強度の仮定値からエネルギー消費量を次のように求めた。

エ十瓦1@エ(rxi，l叫〆J(i，j))ト
AEj，k =五反i・ADj.

l L 

f 
i 

J1 

II~~o工(mi，ldj，idJ(i， j)) ト

求めたAEj，kを改めて再討し、以下の式を計算したo

J(F-判
Z，k -

別式
)2

WZ，k =瓦:k至宝;iADj叫 J叫 fδ
J(i，jカ

式(訪

式(必

式(5)

式(6)
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求めた調整係数を用いて、次式を計算した。

式(7)

推計したelxJ.kを改めてみ二とし、哉のから均)を、めが(1/1.1)-1以上 0.1以下の範囲に入るまで繰り

返した。なお、本研究で、はεを0.2に設定した。このようにして求めたelxZ.kと前提値elxz，kを比較し、両者

の比が 0.5以上2以下に入らない場合は仮定値五五?を再設定し、王町4)以降の梅村喋をやり直した。以後

間様の操作を繰り返し、 elxZ.kを確定した。

最後に活動単位の排出量を次式により求めた。

MwdieZ(q，l乞(emfz，k，m.elxZ，k)) 

2剛 3排出量メッシュデータ作成手法

推計した活動単{訪日排出量から30秒x30秒の排出量メッシュデータを得るために、まず各国の地図を整備

した。地図は各国ごとに複数の文献を比較しつつ決定し、各医の境界にずれがある場合は修正した。また、

LPSは緯度・経度をもとに地園を整備した。ただし、緯度・経度は不明である場合がほとんどであり、本研

究ではプラント名、住所などの位置に関する情報から緯度・経度を割り出すツーノレを開発し、それを用いて

LPSの緯度・経度を推計した。

排出量メッシュデータはLPSとASで別々に推計した。まず、 LPSについては、 LPSによる排出量をLPSがあ

るメッシュに配分することで求めた。次に、 ASについては、 ASによる排出最をメッシュ舵分指標により配

分することで求めた。メッシュ配分指標には、道路・鉄道輪送部円以外は人口分布。を用い、道路・鉄道輸

送部門は人口分布に加えて道路分布η、鉄道分布8)をそれぞれ用いた。最後にLPSとASの排出量メッシュデー

タを重ね合わせることで、最終的な排出量メッシュデータを得た。

式(8)

2005年における国別排出量推計結果

PM25~匂Iyear)

117 252 

9 0.373 

0幻'4 0.148 

12372 8109 

1314 1371 

3692 3労4

2315 151 

16 89 

1158 108 

1 0.330 

91 95 

ω96 0.024 

49 279 

2沼 4

468 96 

22 160 

鵠6 729 

266 153 

9 36 

56 6 

139 14 

719 275 

486 69 

274 584 

24108 16575 

3. 結果

表 5に、 2005年のアジア各国

におけるエネルギー起源の大気

汚染物質の排出量推計結果を示

す。 2005年のアジアにおける大

気汚染物質の排出量は、 CO2が

7.6Pgjye紅、S02が45Tgjyear、NOx

が24Tgjyear、PM2.5が17Tgjye紅

となった。いずれの物質におい

ても、中国、インドにおける排

出が65%以上を占めることが分

かった。また、日本、韓国とい

った先進国においてはCO2の排

出寄与に比べてS02、NOx、PM2.5

の排出寄与が小さいことが分か

った。これは脱研議置、集麗装置といった大気汚染物質の除去機器が普及していることや、石炭中の硫黄含

有量が少ないことが原因であると考えられる。アジア全域のS02、PM2.5の排出量分布図を陸 2、図 3にそれ

ぞれ示す。中国の上海、香港あるいはタイのバンコク、インドネシアのジャカノレタなどの主要ブ諸E市で排出

量が顕著であることが分かった。
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表 5

Cu，((ミgペ:Dz/ye世) So，草ミg-so，/year)

29575 

3864 

161 

4011019 

269雪24

同0541

1∞3531 
219宮

441935 

361 

13715 

135 

5834 

58鈎

137084 

1942 

106708 

73234 

2以立

14606 

47484 

1桝469

216493 

59614 

7572320 

関名

パングラヂシュ

プノレネイ

プ-~ン

中関

インドネシア

インド

日本

カンボジア

総国

ラオス

スリランカ

モノレディプ

ミャンマー

モンゴノレ

マレーシア

ネパーノレ

パキスタン

フィリピン

パプアニューギニア

北朝鮮

シンガポーノレ

タイ

台湾

ベトナム

アジア合計
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図 3 802の排出量分布図

図 4に、中国統計年鑑(中国統計出版社、 2006)5)に記

載されている2005年における中国の省別S02排出量と、

本研究の排出量推計結果を比較した散布図を示す。中

国統計年鑑(2006)には香港とマカオの排出量が含まれ

ていないため、香港とマカオを除いた31省について比

較した。排出量が大きい山東省で、本研究の推計結果

が過大言判面であるなど、ぱらつきが確認で、きる。とれ

は、本研究では燃料の硫黄含有量を省別ではなく国別

に設定しているため、省別の硫黄含有量の差を表現で

きなかったためであると考えられる。
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図 2 中国省別排出量の比較(単位:GgNOi) 

4. 結論

本研究では2005年におけるアジア24地域を対象とし、エネルギー起源のCO2、S02、NOx、PM2.5の排出

量インベントリを作成した。排出量推計に際しては各種統計を最大限に使用した手法を開発し、詳細かっ各

種統計と整合のとれた排出量を得た。今後の展望について述べる。本研究で得られた排出量メッシュデータ

をインプットとして、大気化学輸送モデ、ルにより大気汚染物質の拡散計算を行い、健康影響を評価する。さ

らに、エネルギーエンドユースモデ、ルなどを用いて将来年についても排出量インベントリを作成し、大気汚

染に対する今後の対策の評価を行う。

翻幸本研究は、 A・1103、科研費21360254による研究成果の一部である。ここに記して感謝の意を表す。

参考文献

1) International Energy Agency (IEA) (2009): En句 yBalances non-OECD Coun町 s.

2) GADMda旬b部e(2010): Globa1Adminis回，tiveAre出.

3) Pla胞 (2009):Wor1d El民出cPow町 PlantsDa'也b出e.

4) CEMBUREAU (2007): Wor1d Statistica1 Review. 

5) 中国統計出版社 (200め:中国統計年鑑2006.

6) Oak Ridge Nationa1 Labora加ry(2005): LandScan Globa1 Popu1ation Da匂b出e.

7) CloudMade (2011):句enS住民tMaps.

8) Nationa1 Geospatial IntelligenceAgency (1995): VMAPO. 

キ}ワード:大気汚染物質、排出量インベントリ、アジア、統計との整合

Key Words : a1mosph出cpollutant， emission inventory， Asia， consistency wi血瑚tistiω


